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栄養施策の方向性 ～活力ある持続可能な社会の実現のために～

Ẇ 栄養は、 活力のある持続可能な社会を実現する上での必須要素

Ẇ 「食事」「人材」「エビデンス」を組み合わせた
栄養政策を始動 世界一の長寿国

Ẇ
「誰一人取り残さない」栄養政策

を推進
ẑ ṕ Ṗ

Ẇ
「経済格差に伴う栄養格差の拡大」などの

新たな課題

Ẇ
様々な部局と連携

ẑ

ü

「日本の栄養政策」パンフレット及び動画
( )

https : //www .mhlw .go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/ 0000089299 _00001 .html

高齢者
妊産婦・
乳幼児

成人
（青壮年期・中年期）

学齢児

傷病者

被災者



１．健康的で持続可能な食環境づくりの推進

Ẇ Ṯ Ḳ20 ṕ30 Ṗ

Ẇ Ṯ Ḳ37 (37 ) Ḳ ễ Ḳ53 ṯ

Ẇ Ṯ Ḳ218 ṕ313 Ṗṯ

Ẇ Ễểṕ Ṗ Ṯ Ḳ38 ṕ38 Ṗṯ

Ẇ Ṯ Ḳ10 ṕ10 Ṗṯ

Ḳ ṯ

Ḳ ( ) ễ ḲỆ ṯ

Ẇ Ṯ Ḳ10 (10 ) Ḳ ṯ

Ẇ Ṯ Ḳ59 (62 )ṯ

Ẇ Ṯ Ḳ30 (30 ) Ḳ ṯ

Ẇ Ṯ Ḳ 55 ( 新規)ṯ

Ẇ Ṯ Ḳ47 (47 )ṯ

２．科学的根拠に基づく基準等の整備・普及

３．管理栄養士等の養成・育成

４．地域における栄養指導の充実

ẑṕ Ṗ ễ

令和４年度の主な栄養対策予算案について
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Ẇ 100

健康無関心層も含め自然に健康になれる食環境づくりの推進が急務

Ẇ

Ẇ 国民の健康の保持
増進につなげていく視点 食環境の持続可能性を高めていく視点

Ẇ ẑ1

ẑ2 (2021 Ễ ṌỈ Ệ Ḳ
) Ỉ 30

有識者検討会の設置背景等

Ẇ 重要な栄養課題 「食塩の過剰摂取」 「若年女性のやせ」 「経済
格差に伴う栄養格差」

Ẇ ṕ Ṗ
( )ẑ

【主な取組の内容】

Ẇ 健康的で持続可能な食環境づくりを本格始動するための組織体（健康的
で持続可能な食環境戦略イニシアチブ）を立ち上げるṕ ễ Ṗ (ESG)

ṕ Ṗ

Ẇ 栄養面・環境面に関する具体的な行動目標・評価指標を設定し、本組織体に登録の上、毎年、進捗を評価
専用ウェブサイトに公表 事業者のESG評価の向上、事業機会の

拡大等が期待

国民の健康寿命の延伸 活力ある持続可能な社会

検討会報告書のポイント

ẑ1

ẑ2

ṕ Ṗ (2022 ể )

ẑ ( ) ( )

１．健康的で持続可能な食環境づくりの推進 高齢者
妊産婦
乳幼児

青壮年期
中年期

学齢児

傷病者

被災者
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（参考）東京栄養サミット2021 の開催と 「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進」

Ẇ 2013 ṕ Ṗ 2016 ṕ Ṗ ễ 2021 12 ỉ ṕ Ṗ Ị ṕ Ṗ ṕ
Ṗ

Ẇ ṕ 60
90 Ṗẑ ẑ

Ẇ ṕ Ṗ

Ẇ ệ 100

東京栄養サミット2021 開催概要

Ẇ ṕ
Ṗ

Ẇ ṕ Ṗ

【日本政府コミットメントṕ Ṗ】

ü Ḳ

健康的で持続可能な食環境づくり 2023

ü Ḳ

ü

成果文書（東京栄養宣言）

2021 ṕ Ṗ

Ṅ

栄養と環境に配慮した食生活

Ṅ

ṕ Ṗ

12 Ị ṕ Ṗ

12 7 ṕ Ṗ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ Ḳhttps : //www .mhlw .go.jp/nutrition_policy/tokyosummit 2021 /

Ḳhttps : //www .mofa .go.jp/mofaj/ic/ghp/page 25_002043 .html
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Å 2021
ṕ ễ Ṗ 食塩の過剰摂取、若年女性のやせ、経済格差に伴う

栄養格差等の栄養課題や環境課題を重大な社会課題として捉え、 ẑ

Ṅ

ẑ

Å SMART ẑ

ẑ SMART Specific( ), Measurable( ), Achievable ( ),
Relevant( ), Time -bound( )

実施内容

Å イニシアチブとしてのゴール策定

2021

Å 食環境づくりに資する研究・データ整備等の推進

Å 各参画事業者のSMART 形式の行動目標に関するPDCAプロセス支援

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ṕ
Ṗ

Å 国内外に向けた情報発信

活力ある持続可能な社会の実現に資する栄養・食生活の推進事業（新規）

3-5



東京栄養サミットを契機とした国際貢献に向けた調査事業

Ẇ 2
3

Ẇ 4

ṕ Ṗ
3-6

Ṅ

Plan （計画）

ṕ Ṗ

Ṅ

Assessment （評価）

Check （検証）

Do （実施）

ẑ

ẑ

Action （改善） 対象国の実情を踏まえ、
専門職・ボランティアの連携による

地域密着型の展開

栄養政策の自立支援



ṕ 14 103 Ṗ
ṕ 11 Ṗ

300 ṕ 6,000 Ṗ
ể ṕ 15 ,000 Ṗ

ṕể Ṗ
ṕ20 Ṗ

ṕể Ṗ
ể ṕ20 Ṗ

ṕ Ṗ ṕ20 Ṗ

ẑ
ẑ

２．科学的根拠に基づく基準等の整備・普及

Ệ ṕ Ṗ

高齢者
妊産婦
乳幼児

青壮年期
中年期

学齢児

傷病者

被災者
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健康日本２１（第二次）分析評価事業の実施

25 Ễểṕ Ṗ

ṕểṖ Ễểṕ Ṗ
ṕỄṖ Ễểṕ Ṗ

ṕễṖ

Ễểṕ Ṗ
http://www.nibiohn.go.jp/eiken/kenkounippon21/index.html 3-8



12 (2000 )

ṕ
Ṗ

13 (2001 )

ṕ 14 (2002 ) Ṗ

制度の改正 国家試験の充実養成の充実

14 ( 2002)

ṕ Ṗ

22(2010)
ẑ 23(2011)

生涯教育の充実

25

30

３．管理栄養士等の養成・育成

3-9

26(2014)
ẑ 27(2015)

30(2018)
ẑ (2019)

Ệ(2022)

第36 回試験（令和４(2022) 年）

実施： ２月27 日（日）
合格発表：３月25 日（金）
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Ẇ Ỉ 管理栄養士・栄養士資格

Ệ

Ẇ システ

ム開発に当たって都道府県システムとの連携構築が必要不可欠

令和３(2021) 年度 令和４(2022) 年度 令和５(2023) 年度 令和６(2024) 年度

ṕ Ṗ

Ḳ

( ễ ể Ị )

スケジュール※

実現イメージ

ẑ ṕ Ễ12 25 Ṗ

（参考）管理栄養士資格情報システムの仕様検討 令和３年度補正予算額：６１百万円



Ẇ

管理栄養士国家試験の運営、管理栄養士等の資質確保

Ẇ ṕ Ḳ

Ṗ 25(2013 )

Ẇ

実践領域での人材育成の支援

特殊な調理に対応できる調理師研修事業

Ẇ

Ẇ 地域包括ケアシステムの推進に係る食環境づくりの一環 調

理師が、医療・介護施設のみならず飲食店等でも 嚥下調

整食を適切に調理できるよう
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ṕ Ḳ 3 Ṗ

Ẇ

Ẇ

Ẇ
Ṅ

ἲ
¶

¶

¶

¶

¶

【平成２６年度予算 ４０百万円】４．地域における栄養指導の充実

栄養ケア活動支援整備事業の実施

3-12

令
和
３
年
度
採
択
例

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

高齢者
妊産婦
乳幼児

青壮年期
中年期

学齢児

傷病者

被災者



ṕ Ṗ ṇ

Ẇ

ṝ וֹףּ ṡ ṇ Ṣ ṇ Ṟ

ẑ ẑ ṕ 29 ễ Ṗ

○ Ṅ

○
Å

Å

ẓ ṕ
Ṗ
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Ṅ

ễ 37 53 ṕ Ṗ
Ệ 37 ẑ ểṊỄ

ẑ

健康的な生活習慣づくり重点化事業［糖尿病予防戦略事業］ 高齢者
妊産婦
乳幼児

青壮年期
中年期

学齢児

傷病者

被災者



○ (2020 )
フレイルの概念の普及やフレイル予防の推進に向

けて、食事摂取基準を活用した高齢者向けの普及啓発用パンフレット等を作成。

¸

¸

¸

ễ

ẑ ( )

ṕ Ṗ (https ://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000089299_00002. html )

( 参考) 食事摂取基準を活用した高齢者のフレイル予防事業

令和２年度フレイル予防の普及啓発ツールを活用した栄養に係る事業を実施する市町村

Ẇ 14.ểṾṕ1,747 ṕ 65.5ṾṖ Ṗ

パンフレットの活用事例

Ẇ

ṕ Ṗ Ễ ṕ Ṗ ṕ https : //www .maff .go.jp/j/syokuiku/wpaper/r 2_index .html Ṗ

2018 ( 30 Ỉ 15 ) フレイル対策に資する食事摂取基準の活用が
示されておりẑ

ẑ KPIṕ ṖḲ 2022 50Ṿ
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高齢者
妊産婦
乳幼児

青壮年期
中年期

学齢児

傷病者

被災者



( לּ ( נּ ḱ ךּ

Ṍ ḱ ḭ Ṍ

Å לּ ךּ︡ ḭ ḱ צּ ︡ ךּ

טּצּ כֿ פּ ḭ ︣ ḭ Ễ ṕ

Ṗ ךּףּ ḱ ︣ Ḯ

Å ḭ צּ ךּ צּ שּ ︡ ךּ ךּףּ ḭ ḱ

צּ ︢ ךּ צּ אל Ḯ

Å וֹ ḭ וֹ שּ ḭ

צּ כֿ פּ ḭ ḱ פּ ︡ḭ

︢ ḱ ︡ Ḯṕ ễ ị Ị Ṗ

研究①
親子の栄養・食生活の変化

ṕ Ḳ Ṗ

研究②
国民の食行動等の変化

ṕ Ḳ Ṗ

Ẇ 所得が低い群 食事を作る
時間や心の余裕が少なくなり、食材や食事を選んで買う経済的余裕が少なくなったと回答した保護者の
割合が多かった

Ẇ
肉・魚・卵及び野菜のそれぞれを1日２回以上摂取している子どもの割合が少なかった

Ẇ ṕ2019 11 Ṗ
20.3Ṿ 8.2%

71.6%

Ẇ
野菜の摂取量、果物、肉類、魚類、納豆、牛

乳、乳製品の摂取頻度が「減少した」と回答した者の割合 パン、麺類、インスタント食品等の摂
取頻度が「増加した」と回答した者の割合

厚生労働省 都道府県等

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000089299_00010.html

( )

( )

連携 連携
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項目 留意事項 詳細 本シミュレーターの特徴

対応日数
(1

)

「3日」 (
)

想定被災者数 「想定被災者割合」 ( )
「想定被災者数」

水
必要量(1 人3リットル/ 日)

ẑ

主食・おかず( 主菜・
副菜)

B1,B2

主食・おかず( 主菜・副菜)

乳児等、要配慮者
要配慮者の

対応についてのアドバイス

備蓄食料の購入費
用

備蓄食料の全体費用及び年間の減価償却費

○
防災部門と健康増進部門等がしっかりと連携

( 参考) 大規模災害時に備えた栄養に配慮した食料備蓄量の算出のための簡易シミュレーター( 第１版)

3-17ṕ Ṗ (https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000089299_00004.html)

各自治体の防災関係部署との「連携」ツールとしても活用し、健康・栄養面や要配慮者も考慮した
食料備蓄を推進

高齢者
妊産婦
乳幼児

青壮年期
中年期

学齢児

傷病者

被災者

○ 健康・栄養面や要配慮者も考慮した食料備
蓄の重要性の普及啓発と、そうした食料備蓄の推進を目的



( 参考) 地域保健総合推進事業（日本公衆衛生協会）

「将来を見据えた、地域における栄養政策の企画・立案手法に関する研究」（令和３～４年度）

Å Ṅ
ṕSDGsṖ

17

Å 新規かつ横断的な課題は、健康増進部門のみで解決できるものは少なく、他部署と連携しながら、
エビデンスに基づく施策立案、新規予算の要求・確保をした上で、着実に施策を推進し成果を得る必要

Å

PDCA

Å 行政栄養士を始めとした体制の下
ṕ 27 Ṗ 新

たな課題に対応した栄養施策構築プロセスを検討するとともに、そのプロセスを実践するための行政栄養士向
けの手引きを作成
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